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はじめに 




















 2011 年 3 月 11 日、地震に伴い津波が起きた。津波に襲われ2、福島第一原発 1 号機で約 4











1-1. 2011 年 3 月事故直後の緊張 
 事故直後は、地震・津波・原発事故と複合災害であったため東日本は混乱していた。2011
年 3月 11日 20時 50分に半径 2km以内の住人に避難指示が出された後、3月 12日までに 3km、
10km、20kmと行政の避難指示は広がった。SPEEDIのデータが住民らに公表されたのは、事





 「東日本大震災があった 3月から 7月末までの 5か月間で、茨城県の人口が 1万 179 人減少」
しており5、関東からも原発事故が原因と思われる避難者は多かった。 





だが風向きの関係で 3月 15日深夜 19μSv/hと高かった福島市6、郡山市などの中通り等には支
援の目が向かない状況が続いた7。 
                                                   
3 2011年 5月 16日『読売新聞』「メルトダウンは 3月 11日…初動の遅れ裏付け」より。 
 http://www.yomiuri.co.jp/science/news/20110515-OYT1T00527.htm?from=y24h 
4 2012年 6月 12日『読売新聞』「SPEEDI公表遅れは「適当」…文科省報告書」より。 
 http://www.yomiuri.co.jp/politics/news/20120612-OYT1T00212.htm  





























1-2. 2011 年 5 月以降、復興と放射能回避の二極化 
 4 月 12 日、経済産業省は福島第一原子力発電所の事故レベルを、国際原子力・放射線事象
評価尺度（INES）の評価でチェルノブイリ事故と同じ「レベル 7」と暫定評価したと発表した。
5 月 12 日、東電は溶融した燃料が圧力容器の底部にたまっている状態を核燃料の「メルトダ















 JTB 広報の旅行動向によると、「東北自動車道など交通機関の復旧が進み、東北新幹線は 4
月 12日に東京～福島まで再開し、仙台空港は 4月 13日に臨時便が運行を開始。震災後は被災
地や被災者への配慮から、様々なイベントや広告を自粛する動きが強まっていたが、ここへき
て活発な経済活動を行うことで日本全体の元気を復活させることが、被災地への支援や震災か





















                                                   

















1-3. 2011 年夏以降、避難・疎開・在留者などの「当事者」の動きが活発化 
 2011年 5 月 1日福島の保護者を中心とした「子どもたちを放射能から守る福島ネッ
トワーク」が発足し、「子どもたちを放射能から守る」という名前のついたネットワークが
各地で結成された。私が事務局として参加していた子どもたちを放射能から守る全国ネットワ












                                                   




















1-4. 2012 年多様性の顕在化 
 西日本では 2011 年夏以降から東日本大震災への関心が薄れていたようだが、東日本でも年
を越え 2012 年になったことで、放射能汚染自体が収束したかのような雰囲気になりつつあっ


























1-5. 2012 年 4 月以降の忘却 
 子どもの学業に影響が少なくて済むように、新年度が始まる 4月をめどにしての母子避難や
家族避難が増えた。そして 4月になると、福島では「放射能について話しにくい」という雰囲





















                                                   
















 2012 年 11 月、「災害救助法により応急仮設住宅としての借上げ住宅が提供されているが、
県外への避難者が減少傾向にあり、地元への帰還が始まっていることなどを踏まえ、県外借上







 総務省の発表の平成 24年の人口移動報告では、福島県は転出者が転入者を 1万 3843 人上回
る転出超過となった。東日本大震災と東京電力福島第一原発事故が発生した 23年の 3万 1381
人の転出超過に比べ減ってはきているものの、依然として転出者は続いている状況である22。  
 2013 年 2 月 1 日現在、私が担当しているソカイノワネットワークの相談窓口に寄せられる
避難・一時疎開の問い合わせは、週に 3、4 件ほどである。新規受付打ち切りを受けて、4 月
の新年度に備えて避難を検討している人は増えているように感じる。 
 今後、3.11から 3年目にどのような事態の推移やニーズの推移が起こるかは不透明である。
                                                   
21 2012年 11月 5日、生活環境部「県外借り上げ住宅の新規受付終了について」より。 
 http://wwwcms.pref.fukushima.jp/download/1/02_24.11.5kengai_shinkiuketsukesyuryo.pdf 

































                                                   
















































































































































































































































































































































                                                   
32 2012年 7月 25日、一般財団法人とうほう地域総合研究所報道発表資料「『自主避難の現状に関するア
ンケート調査』の結果について」http://fkeizai.in.arena.ne.jp/pdf/jisyuhinancut2.pdf  
































                                                                                                                                   
 http://www.yomiuri.co.jp/national/news/20130115-OYT1T01068.htm 





























































































































                                                   
38 「原発事故子ども・被災者支援法」（正式名称：東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめと
する住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に関する施策の推進に関する法律）など。 
